
Ａ 給水区域内人口 （人） 248,672 247,011 1,661

Ｂ 現在給水人口 （人） 223,646 220,419 3,227

Ｃ 普及率（Ｂ/Ａ） （％） 89.9 89.2 0.7

（戸） 105,147 101,577 3,570

（㎥） 24,952,270 24,617,160 335,110

県 受 水 （㎥） 24,952,270 24,617,160 335,110

（㎥） 23,132,658 22,707,155 425,503

（％） 92.7 92.2 0.5

（人） 32 34 △ 2

年 間 配 水 量

年 間 有 収 水 量

有 収 率

　令和３年度の事業経営に当たっては、お客様の利便性の向上を図るため、他の公共料金と一括して利
用手続等が行える「引越れんらく帳」を導入するとともに、クレジットカード決済を導入し料金徴収方
法の拡充を行いました。

　また、建設改良事業では、市北部低水圧地域を含む水道未整備地域の配水管整備事業や安全で安心な
水の安定供給を持続させるための老朽施設の更新事業等を実施しました。
　本年度の業務実績については、給水戸数、年間総配水量及び一日平均配水量は、当初予算の業務予定
量及び前年度実績を上回りました。
　この結果、当年度純利益は約８億4,485万円(税抜き)となりました。

　一方で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会経済活動の停滞等に伴い水道事業経営へ
の影響は避けられない状況から、引き続き水需要の動向や料金収入等の推移を見守りつつ、経営状況を
注視してまいります。

　なお、本年度も茨城県企業局（旧県南広域水道用水供給事業）からの受水団体(８事業体)での県への
料金値下げ要望を11月に実施しました。

職 員 数

令和3年度つくば市水道事業会計決算の概要と経営分析

●令和3年度の主な取組

給 水 戸 数

令和２年度 比較増減

●業務実績

項　　　目 単位 令和3年度

●収益的収支（公営企業の経営活動に伴い発生するすべての収入・支出）

（単位：千円、税込み）

項　　　目 令和3年度 令和２年度 比較増減

収 益 的 収 入 6,082,741 5,932,358 150,383

収 益 的 支 出 5,063,186 5,124,902 △ 61,716

収 支 差 引 1,019,555 807,456 212,099

●資本的収支（公営企業の活動を行うために必要な施設の整備や拡充などの建設改良費に要する収入・支出）

（単位：千円、税込み）

項　　　目 令和3年度 令和２年度 比較増減

資 本 的 収 入 1,758,012 1,445,049 312,963

資 本 的 支 出 3,599,052 3,195,771 403,281

収 支 差 引 △ 1,841,040 △ 1,750,722 △ 90,318

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、損益勘定留保資金（減価償却費等の現金支出を伴わない経費）等
で補てんしました。



●比較貸借対照表

●収益的収支（公営企業の経営活動に伴い発生するすべての収入・支出）

（単位：千円、税込み）

項　　　目 令和3年度 令和２年度 比較増減

収 益 的 収 入 6,082,741 5,932,358 150,383

収 益 的 支 出 5,063,186 5,124,902 △ 61,716

収 支 差 引 1,019,555 807,456 212,099

●資本的収支（公営企業の活動を行うために必要な施設の整備や拡充などの建設改良費に要する収入・支出）

（単位：千円、税込み）

項　　　目 令和3年度 令和２年度 比較増減

資 本 的 収 入 1,758,012 1,445,049 312,963

資 本 的 支 出 3,599,052 3,195,771 403,281

収 支 差 引 △ 1,841,040 △ 1,750,722 △ 90,318

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、損益勘定留保資金（減価償却費等の現金支出を伴わない経費）等
で補てんしました。

（単位：千円、税抜き）

令和3年度 令和２年度 比　較　増　減 増　減　率

決算額（A） 決算額（B） （A）-（B）=（Ｃ） （Ｃ）/（B）％

5,586,386 5,440,168 146,218 2.7

（１）営業収益 4,965,415 4,923,224 42,191 0.9

（２）営業外収益 554,079 516,944 37,135 7.2

（３）特別利益 66,892 0 66,892 -

4,741,528 4,774,890 △ 33,362 △ 0.7

（１）営業費用 4,524,207 4,552,207 △ 28,000 △ 0.6

（２）営業外費用 206,189 221,163 △ 14,974 △ 6.8

（３）特別損失 11,132 1,520 9,612 632.4

844,858 665,278 179,580 27.0

1　総収益

損　　　　益

●比較損益計算書

２　総費用

区　　　分

令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度

決算額 決算額 決算額 決算額

固定資産 35,716,875 34,606,769 1,110,106 11,243,265 11,531,257 △ 287,992

流動資産 2,395,473 2,165,112 230,361 1,725,208 1,571,911 153,297

11,628,707 11,431,731 196,976

24,597,180 24,534,899 62,281

固有資本金 325,741 325,741 0

繰入資本金 2,576,748 2,143,420 433,328

組入資本金 6,133,835 5,576,339 557,496

資本剰余金 2,118,838 2,118,838 0

未処理欠損金（△） － － －

利益剰余金 2,360,006 2,072,644 287,362

13,515,168 12,236,982 1,278,186

合計 38,112,348 36,771,881 1,340,467 38,112,348 36,771,881 1,340,467合　計

剰
余
金

資本合計

資
本
金

流動負債

固定負債

負債合計

繰延収益

資　　産　　の　　部

科　　目 比較増減

負　債　及　び　資　本　の　部

比較増減科　　目

（単位：千円、税抜き）



●令和3年度の給水原価費用構成と供給単価

1　給水原価費用構成　※1

211,676,639 9.15

116,551,531 5.04

5,760,010 0.25

168,555,267 7.29

1,350,150,956 58.37

2,190,382,050 94.69

201,534,316 8.70

485,784,684 21.00

△ 474,090,396 △ 20.49

4,256,305,057 184.00

23,132,658 ㎥

修 繕 費

減 価 償 却 費

受 水 費

職 員 給 与 費

動 力 費

薬 品 費

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息

そ の 他 の 経 費

合　　　計

項　　　目

（単位：円、税抜き）

有収水量　※２

金　　額 給　水　原　価

受水費
46.30%

減価償却費
28.54%

職員給与費
4.48%

支払利息
4.26%

修繕費
3.56%

動力費
2.47%

薬品費
0.12%

その他
10.27%

令和３年度費用構成



２　供給単価　※３

4,634,669,738 200.35

金　　額

給 水 収 益

項　　　目 供　給　単　価

※１ 給水原価・・有収水量１㎥当たりに要する費用

※２ 有収水量・・料金収入の対象となった水量

※３ 供給単価・・有収水量１㎥当たりの料金収入

H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度

利益 △ 34.85 6.09 12.30 12.40 16.35

給水原価 198.42 196.08 193.73 188.45 184.00

供給単価 163.57 202.17 206.03 200.85 200.35

150.00

160.00

170.00

180.00

190.00

200.00

210.00

△ 40.00

△ 30.00

△ 20.00

△ 10.00

0.00

10.00

20.00

円（税抜き）
給水原価及び供給単価の推移

給
水
原
価

供
給
単
価

利
益

料金改定前 料金改定後



●財務分析表

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 比較傾向 全国平均 解　　説

％ 66.0 64.4 1.6 ⇧ 70.95
総資本に対する自己資本の占める割合を示す。
比率が高いほど経営が安定している。

％ 138.9 137.7 1.2 ⇧ 307.89
企業の支払能力を示す。
比率は200％以上が望ましい。

％ 109.8 108.2 1.6 ⇧ 98.06
業務活動の能率を示す。
比率は100％以上が望ましい。

％ 93.7 94.1 △ 0.4 ⇧ 87.54
事業の財産構成の適性度を示す。
比率は小さいほど良い。

％ 117.8 113.9 3.9 ⇧ 109.38
収益と費用の相対的な関連を示す。
比率は100％以上が望ましい。

％ 142.1 146.2 △ 4.1 ⇧ 123.37
資本の固定状態から資金的弾力性を示す。
比率は100％以下が望ましい。

企 業 債 償 還 元 金 ％ 21.3 22.7 △ 1.4 ⇧ 17.71
料金収入の中で企業債償還額の比率を表したものである。
比率は低いほど良好である。

企 業 債 利 息 ％ 4.3 4.8 △ 0.5 ⇧ 3.92
料金収入の中で企業債利息の比率を表したものである。
比率は低いほど良好である。

企 業 債 元 利 償 還 金 ％ 25.7 27.5 △ 1.8 ⇧ 21.63
料金収入の中で元利償還額の比率を表したものである。
比率は低いほど良好である。

職 員 給 与 費 ％ 4.3 4.7 △ 0.4 ⇧ 8.72
料金収入の中で職員給与費の比率を表したものである。
比率は低いほど良好である。

●経営分析表

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 比較傾向 全国平均 解　　説

％ 92.1 91.0 1.1 ⇧ 86.34
施設が年間を通じて有効に使用されているかを示す。
比率は大きいほど良い。

％ 66.1 65.2 0.9 ⇧ 62.11
施設の利用が有効かつ適切に行われているかを示す。
比率は大きいほど良い。

％ 71.8 71.7 0.1 ⇧ 71.94 施設の利用及び投資の適性度を示す。

㎥/ｍ 16.8 16.9 △ 0.1 ⇩ 14.52
配水管１ｍ当たりの有効利用度を示す。
数値は大きいほど良い。

㎥/万円 7.0 7.1 △ 0.1 ⇩ 6.87
固定資産1万円当たりの配水量の使用効率を示す。
数値は大きいほどよい。

円/㎥ 200.4 200.8 △ 0.4 ⇩ 206.01 有収水量１㎥当たりの料金収入を示す。

円/㎥ 184.0 188.5 △ 4.5 ⇧ 205.04 有収水量１㎥当たりに要する費用を示す。

人 8,601 8,164 437 ⇧ 3,504
職員数が適正であるかどうかを示す。
数値は大きいほど良い。

千円 190,977 182,342 8,635 ⇧ 77,509
職員一人当たりの売上高を示す。
数値は大きいほど良い。

※全国平均は、令和２年度における給水人口が15万人以上30万人未満で、受水を主たる水源とし、有収水量密度が全国平均未満の都市の平均値です。

流 動 比 率

固 定 資 産 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

分　析　項　目

総 収 益 対 総 費 用 比 率

営 業 収 支 比 率

分　析　項　目

固 定 比 率

供 給 単 価

職 員 一 人 当 た り 営 業 収 益

負 荷 率

料
金
収
入
に
占
め
る
比
率

（水道事業経営指標令和２年度より抜粋）

職 員 一 人 当 た り 給 水 人 口

施 設 利 用 率

最 大 稼 働 率

給 水 原 価

固 定 資 産 使 用 効 率

配 水 管 使 用 効 率



　　茨城県企業局　旧県南広域水道用水供給事業から浄水を受水している全事業体（令和２年４月１日現在）

水道料金（円）
（税込み）

220,419 3,190 口径別

68,265 3,581 391 円高 用途別

13,696 3,740 550 円高 用途別

254,583 3,850 660 円高 用途別

134,454 4,119 929 円高 用途別

41,919 4,565 1,375 円高 用途別

27,883 5,170 1,980 円高 口径別

7,690 5,170 1,980 円高 口径別

※ 給水人口及び水道料金は、茨城県政策企画部水政治課「令和２年度茨城県の水道」から抜粋

-つ く ば 市

美 浦 村

茨城県南水道企業団

土 浦 市

阿 見 町

稲 敷 市

河 内 町

◇　参 　考
　●水道料金比較表（家庭用口径20㎜・１ヶ月当たり20㎥使用）

比　較事業体名

守 谷 市

料金体系給水人口


